
会が判断するときは、調査機関は以後の不服申立てを受付けないことがで  

きる。  

再調査を行う決定を行った場合には、調査委員会は被告発者に対し、先   

の調査結果を覆すに足る資料の提出等、当該事案の速やかな解決に向け   

て、 再調査に協力することを求める。その協力が得られない場合には、再   

調査を行わず、審査を打ち切ることができる。その場合には直ちに調査機   

関に報告し、調査機関は被告発者に当該決定を通知する。  

⑤ 調査機関は、被告発者から不正行為の認定に係る不服申立てがあったと   

きは、告発者に通知する。調査機関が研究機関であるときは、加えて当該   

事案に係る研究に対する資金を配分した機関に通知する。不服申立ての却   

下及び再調査開始の決定をしたときも同様とする。  

⑥ 調査委員会が再調査を開始した場合は、相当の期間（例えば概ね50日）   

内に、先の調査結果を覆すか否かを決定し、その結果を直ちに調査機関に   

報告し、調査機関は当該結果を被告発音、被告発音が所属する機関及び告   

発者に通知する。調査機関が研究機関であるときは、加えて当該事案に係   

る研究に対する資金を配分した機関に通知する。当該資金配分機関が厚生   

労働省本省でないとき（国立試験研究機関及び国立高度専門医療センター   

が資金配分を行う場合を含む）、当該資金配分機関は厚生労働省本省に当   

該審査結果を報告する。  

調査機関が厚生労働省本省以外の資金配分機関であるときは、その結果   

を被告発者、被告発者が所属する機関及び告発者に通知し、加えて厚生労   

働省本省に報告する。  

⑦ 悪意に基づく告発と認定された告発者から不服申立てがあった場合、調   

査機関は、告発者が所属する機関及び被告発者に通知する。調査機関が研   

究機関であるときは、加えて当該事案に係る研究に対する資金を配分した   

機関に通知する。  

⑧ ⑦の不服申立てについては、調査委員会（③ただし書きの場合は、調査   

委員会に代わる者）は相当の期間（例えば概ね30日）内に再調査を行い、   

その結果を調査機関に報告するものとする。調査機関は、この審査の結果   

を告発者、告発者が所属する機関及び被告発者に通知する。  

調査機関が研究機関であるときは、加えて当該事案に係る研究に対する   

資金を配分した機関に通知する。当該資金配分機関が厚生労働省本省でな   

いとき（国立試験研究機関及び国立高度専門医療センターが資金配分を行  

う場合を含む）、当該資金配分機関は当該審査結果を厚生労働省本省に報   

告する。  

調査機関が厚生労働省本省以外の資金配分機関であるときは、その結果   

を告発者、告発者が所属する機関及び被告発者に通知し、加えて厚生労働   

省本省に報告する。  

（6）調査資料の提出   

資金配分機関は、調査機関に対して事案の調査が継続中であっても、当該  

事案に係る資料の提出または閲覧を求めることができる。調査機関は、調査  

に支障がある等、正当な事由がある場合には、これを拒むことができる。資  
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金配分機関は、提出された資料について、下記Ⅴ及びⅥのために使用する他  

に使用してはならない。  

（7）調査結果の公表   

① 調査機関は、不正行為が行われたとの認定があった場合は、速やかに  

調査結果を公表する。公表する内容には、少なくとも不正行為に関与し  

た者の氏名・所属、不正行為の内容、調査機関が公表時までに行った措  

置の内容に加え、調査委員の氏名・所属、調査の方法・手順等が含まれ  

るものとする。ただし、告発等がなされる前に取り下げられた論文等に  

おいて不正行為があったと認定されたときは、不正行為に係る者の氏名  

・所属を公表しないことができる。   

② 調査機関は、不正行為が行われなかったとの認定があった場合は、原  

則として調査結果を公表しない。ただし、公表までに調査事案が外部に  

漏洩していた場合及び論文等に故意によるものでない誤りがあった場  

合は、調査結果を公表する。公表する場合、その内容には、不正行為は  

行われなかったこと（論文等に故意によるものでない誤りがあった場合  

はそのことも含む。）、被告発者の氏名・所属に加え、調査委員の氏名  

・所属、調査の方法・手順等が含まれる。悪意に基づく 告発の認定があ  

ったときは、告発者の氏名・所属を併せて公表する。  

Ⅴ告発者及び被告発者に対する措置   

告発者及び被告発者等に対する、調査中あるいは、認定から資金配分機  

関による措置等がなされるまでの間などにおいて、研究機関または資金配  

分機関がとる措置は以下のとおりとする。ただし、不正行為との告発等が  

なされる前に取り下げた論文等に係る被告発音については、これ以外の措  

置をとることを妨げない。  

1 調査中における一時的措置  

（1）研究機関  

被告発音が所属する研究機関は、告発された研究に係る研究費が機関に対   

して支払われていた場合は、本調査を行うことが決まった後、調査委員会の   

調査結果の報告を受けるまでの間、告発された研究に係る研究費の支出を停   

止することができる。また、当該研究機関は、被告発者に対して、告発され   

た研究に係る未使用の研究費を使用しないよう指導する。  

（2）資金配分機関   

① Ⅳ2（2）⑥による中間報告を受けた資金配分機関は、本調査の対象と  

なっている被告発者に対し、調査機関からの調査結果の通知を受けるまで  

の間、当該事案に係る研究費の使用停止を指導することができる。   

② Ⅳ2（2）⑥による中間報告を受けた資金配分機関は、本調査の対象と  
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なっている被告発者に対し、調査機関から調査結果の通知を受けるまでの  

間、被告発者に交付決定した当該研究に係る研究費の交付停止（既に一部  

交付している場合の未交付分の交付停止を含む。）や、既に別に被告発者  

から申請されている競争的資金等について、採択の決定、あるいは採択決  

定後の研究費の交付を保留（一部保留を含む。）することができる。   

2 不正行為が行われたと認定された場合の緊急措置等  

（1）競争的資金等の使用中止  

不正行為が行われたとの認定があった場合、不正行為に係る研究に資   

金を配分した競争的資金等の配分機関と、不正行為への関与が認定され   

た者及び関与したとまでは認定されないが、不正行為が認定された論文   

等の内容について責任を負う者として認定された著者（以下「被認定者」   

という。）‾が所属する研究機関は、当該被認定者に対し、直ちに当該競   

争的資金等の使用中止を命ずるものとする。  

（2）研究機開による対処  

研究機関は、所属する被認定者について、内部規程に基づき適切な対   

処を行うとともに、不正行為と認定された論文等の取下げを勧告するも   

のとする。  

3 不正行為は行われなかったと認定された場合の措置   

① 不正行為は行われなかったと認定された場合、告発された研究に係  

る資金を配分した機関及び被告発者が所属する研究機関は、本調査に  

際してとった研究費支出の停止や採択の保留等の措置を解除する。証  

拠保全の措置については、不服申立てがないまま申立て期間が経過し  

た後、または、不服申立ての審査結果が確定した後、すみやかに解除  

されなければならない。   

② 調査機関は、当該事案において不正行為が行われなかった旨を調査  

関係者に対して、周知する。また、当該事案が調査関係者以外に漏洩  

している場合は、調査関係者以外にも周知しなければならない。   

③ 告発された研究に係る資金を配分した機関及び被告発者が所属する  

研究機関は、上記②に準じて周知をするなど、不正行為を行わなかっ  

たと認定された者の名誉を回復する措置及び不利益が生じないための  

措置を講じなければならない。   

④ 告発が悪意に基づくものと認定された場合、告発者が研究機関に属  

する者であるときは、当該研究機関は、当該者に対し、内部規程に基  

づき適切な処置を行わなければならない。  

Ⅵ不正行為と認定された者に対する資金配分機関の措置  

競争的資金等に係る研究活動において不正行為が行われたと認定された場  

－12－  

P14   



合、当該認定に係る者に対し、厚生労働省及び当該競争的資金等の配分機関は、  

以下の指針に沿って措置をとるべく、規程等を整備することとする。  

1 措置を検討する体制  

（1）措置を検討する委員会  

厚生労働省は、競争的資金等に係る研究活動における不正行為に関する被   

認定者への競争的資金等に係る措置（以下「措置」という。）を検討する委   

員会（以下「委員会」という。）を厚生科学審議会科学技術部会の下に設置   

するものとする。  

（2）委員会の役割  

委員会は、厚生労働省の求めに応じて、被認定者に対してとるべき措置を   

検討し、その結果を厚生労働省に報告する。  

（3）委員会の構成  

委員会は、原則として、不正行為と認定された研究に係る研究分野の研究   

方法や、不正行為について的確な判断を下すために必要な知見を持ち、被認   

定者や当該不正行為に係る研究に直接の利害関係を有しない有識者で構成   

される。また、原則として、被認定者が所属する研究機関に属する者は委員   

としない、あるいは、当該被認定者に係る審議に参加させないものとする。  

ただし、研究分野の特性等により、他に適任者が見当たらず、かつ、公正   

な審議が確保できると判断されるときは、この限りではない。  

2 措置の決定手続  

（1）委員会における検討   

① 委員会は、厚生労働省の求めがあったとき検討を開始する。   

② 委員会が措置を検討するに当たっては、調査機関に対するヒアリングな  

どを行い、調査結果を精査し、調査内容、調査の方法・手法・手順、調査  

を行った調査委員会の構成等を確認し、不正行為の重大性、悪質性、被認  

定者それぞれの不正行為への関与の度合や不正行為があったと認定され  

た研究（グループ）における立場、不正行為を防止するための努力の有無  

などを考慮した上で、速やかに措置についての検討結果を厚生労働省に報  

告する。  

（2）措置の決定  

資金配分機関は、委員会の報告に基づき、被認定者に対する措置を決定す   

る。資金配分機関は、決定に当たっては委員会の報告を尊重するものとする。   

なお、被認定者の弁明の聴取及び措置決定後の不服申立ての受付は行わな   

い。  

（3）措置決定の通知  

資金配分機関は、決定した措置及びその対象者等について、各資金配分機  
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関に通知する。不正行為が行われたと認定された研究に資金を配分した機関   

は、措置の対象者及びその者が所属する機関に通知する。通知を受けた資金   

配分機関は、決定された措置に沿った対応をとるものとする。また、厚生労   

働省は、当該措置及びその対象者等について、 国費による競争的資金及びそ   

れに類似する競争的要素を有する研究費の配分制度を所管する各府省に情   

報提供する。   

3 措置の対象者   

措置は次の者が対象となる。   

① 不正行為があったと認定された研究に係る論文等の、不正行為に関与し  

たと認定された著者（共著者を含む。以下同じ。）。   

② 不正行為があったと認定された研究に係る論文等の著者ではないが、当  

該不正行為に関与したと認定された者。   

③ 不正行為に関与したとまでは認定されないものの、不正行為があっ  

たと認定された研究に係る論文等の内容について責任を負う者として  

認定された著者。   

4 措置の内容  

資金配分機関は3に掲げる者に対して、以下の措置のうち一つあるいは複   

数の措置を講じる。原則として措置の内容は以下を標準とし、不正行為の重   

大性、悪質性、個々の被認定者の不正行為への具体的な関与の度合や不正行   

為があったと認定された研究（グループ）における立場、不正行為を防止す   

るための努力の有無等により、事案ごとに定められるものとするが、委員会   

が特に必要と判断するときは、以下によることのない措置をとることを妨げ   

ない。特に告発等がなされる前に論文等を取り下げていた場合に係る被認定   

者に対する措置は、3③に掲げる者に対してはとらない。また、3①に掲げ   

る者に対しても、情状によって適切な配慮がなされるものとする。さらに、   

告発等がなされた後、直ちに当該論文等を取り下げた場合、3③に掲げる者   

に対しては措置をとらないことができる。 

（1）競争的資金等の打ち切り   

① 3に掲げるすべての者に対して、補助金等に係る予算の執行の適正化に  

関する法律又は委託契約等に基づき、不正行為があったと認定された研究  

に係る競争的資金等の配分を打ち切り、当該競争的資金等であっそ、不正  

行為の認定がなされた時点で使用されていない残りの分の研究費及び次  

年度以降配分が予定されている研究費がある場合は、以後配分しない。な  

お、不正行為があったと認定された研究が研究計画の一部である場合、当  

該研究計画に係る研究全休への資金配分を打ち切るか否かは、措置対象者  

以外の研究者の取扱いを含めて、事案ごとに委員会が判断するものとす  

く〕。   

② 3の①及び②に掲げる者に対して、不正行為があったと認定された研究   

iこ係る競争的資金等以外の、現に配分されているすべての厚生労働省所管  

の競争的資金等であって、不正行為の認定がなされた時点において未だ使  
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用されていない残りの分の研究費及び次年度以降配分が予定されている   

研究費がある場合は、以下のとおりとする。  

ア）3の①及び②に掲げる者が研究代表者となっている研究については  

打ち切りとし、以後交付しない。  

イ）3の①及び②に掲げる者が研究分担者又は研究補助者となっている  

研究については、当該者の研究費使用を認めない。   

（2）競争的資金等申請の不採択  

① 厚生労働省所管の競争的資金等で、不正行為が認定された時点で3に掲   

げる者が研究代表者として申請されているものについては採択しない。  

② 厚生労働省所管の競争的資金等で、不正行為が認定された時点で3に掲   

げる者が研究分担者又は研究補助者として申請されているものについて   

は、当該者の差し替えがなければ採択しない。また、採択後に、差し替え   

がなく採択されたことが判明した場合は、その採択を取り消すことができ  

る。   

（3）不正行為に係る競争的資金等の返還   

不正行為があったと認定された研究に配分された研究費（間接経費もしく  

は管理費を含む。以下この（3）において同じ。）については、補助金等に  

係る予算の執行の適正化に関する法律又は委託契約等に基づき、その一部又  

は全部の返還を求める。返還額については、以下の①及び②を原則としなが   

ら、不正行為の悪質性や研究計画全体に与える影響等を考慮して定められる   

ものとする。   

なお、①、②いずれの場合も研究機関と契約する研究の場合は、研究機関  

が第一次的な責任を負う。研究機関は、被認定者や不正行為と認定された当  

該研究グループに対して求償するものとする。  

① 未使用研究責等の返還   

ア）当該研究全体が打ち切られたときは、当該研究グループに対し、  

未使用の研究費の返還及び契約済みであるが、納品されていない場  

合の契約解除や、未使用の場合の機器等の物品の返品とこれに伴う  

購入費の返還を求める。なお、違約金の支払い義務が発生した場合  

は当該研究グループの自己負担とする。   

イ）当該研究全体が打ち切られていないときは、3に掲げるすべての  

者に対し、これらの者に係る未使用の研究費の返還及び契約済みで  

あるが、納品されていない場合の契約解除や、未使用の場合の機器  

等の物品の返品とこれに伴う購入費の返還を求める。なお、違約金  

の支払い義務が発生した場合は、3に掲げるすべての者の自己負担  

とする。  

② 研究費全額の返還  

研究の当初から不正行為を行うことを意図していた場合など極めて悪   

質な場合は、3の①及び②に掲げる者に対し、これらの者に係る当該研究   

に対して配分された研究費の全額の返還を求める。なお、不正行為があっ   

たと認定された研究が研究計画の一部である場合、当該研究計画に対して  
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配分された研究費の全額の返還を求めるか否かは、事案ごとに委員会が判  

断するものとする。  

（4）競争的資金等の申請制限  

3に掲げるすべての者に対して、厚生労働省所管のすべての競争的資金等   

の申請を制限する。制限期間についてな、不正行為の重大性、悪質性及び不   

正行為への関与の度合に応じて委員会が下記の区分に従い定める。なお、他   

府省所管の競争的資金等を活用した研究活動に不正行為があった者による   

申請も、他府省等が行う不正行為の認定に応じて同様に取り扱うものとす   

る。   

① 3の①に掲げる者  

すべての厚生労働省所管の競争的資金等に対する研究代表者、研究分担  

者（共同研究者）及び研究補助者としての応募について、不正行為と認定  

された年度の翌年度以降2年から10年。   

② 3の②に掲げる者  

すべての厚生労働省所管の競争的資金等に対する研究代表者、研究分担  

者（共同研究者）及び研究補助者としての応募について、同じく2年から  

10年。   

③ 3の③に掲げる者  

すべての厚生労働省所管の競争的資金等に対する研究代表者、研究分担  

者（共同研究者）及び研究補助者としての応募について、同じく1年から  

三；年。  

5 措置と訴訟との関係   

資金配分機関が行う措置と調査機関の認定に関する訴訟との関係については  

以下のとおりとする。   

（1）措置後に訴訟が提起された場合  

資金配分機関が措置を行った後、調査機関に設置された調査委員会が行   

った不正行為の認定について訴訟が提起されても、認定が不適切である等、   

措置の継続が不適切であると認められる内容の裁判所の判断がなされない   

限り、措置は継続するものとする。   

（2）措置前に訴訟が提起された場合  

措置を行う前に、調査機関に設置された調査委員会による不正行為の認   

定について訴訟が提起された場合についても、訴訟の結果を待たずに措置  

を行うことを妨げない。措置を行った後の取扱いについては上記（1）に  

よるものとする。  

（3）措置後の訴訟において認定が不適切とされた場合   

Q）措置を行った後、調査機関に設置された調査委員会による不正行為の  

認定が不適切であった旨の裁判が確定したときは、直ちに措置は撤回さ  

－16－  
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れる。措置により研究費の返還がなされていた場合は、資金配分機関は、  

その金額を措置対象者に再交付することができる。  

② ①のとき、措置により研究費の打ち切りがなされていた場合は、資金  

配分機関は打ち切りの対象となった研究の状況に応じて交付を再開す  

るか否か判断するものとする。  

6 措置内容の公表  

資金配分機関は、措置を決定したときは、原則として、措置の対象となっ   

た者の氏名・所属、措置の内容、不正行為が行われた競争的資金等の名称及   

び当該研究費の金額、研究内容と不正行為の内容、調査機関が行った調査結   

果報告書などについて速やかに公表する。ただし、告発等がなされる前に取   

り下げられた論文等における不正行為に係る被認定者の氏名・所属を公表し   

ないことができる。なお、告発者名については、告発者の了承がなければ公   

表しない。  

7措置内容等の公募要領等への記載  

資金配分機関は、不正行為を行った場合に資金配分機関がとる制裁的   

措置の内容や措置の対象となる者の範囲について、競争的資金等の公募   

要領や委託契約書（付属資料を含む。）等に記載し、研究者がそれをあ   

らかじめ承知して応募あるいは契約するように取りはからうものとす   

る．。   



研究上の不正に関する適切な対応について  

平成18年2月28日  

総合科学技術会議  

1．はじめに   

科学技術の研究は、事実に基づく研究成果の積み重ねの上に成り立つ壮大  

な創造活動である。この真理の世界に偽りを持ち込む研究上の不正は、科学  

技術及びこれに関わる者に対する信頼性を傷つけるとともに、研究活動の停  

滞をもたらすなど、科学技術の発展に重大な悪影響を及ぼすものである。   

平成17年12月27日に総合科学技術会議が行った「科学技術に関する基  

本政策について」の答申においては、このような問題に関し、「国及び研究  

者コミュニティ等は、（中略）ルールを作成し、科学技術を担う者がこうし  

たルールにのつとって活動するよう促してゆく。（中略）こうしたルール形  

成に当たり、総合科学技術会議は関係府省と連携をとりつつ、先見性を持っ  

て基本ルール作りに関与していく。」としている。   

総合科学技術会議としては、研究上の不正の問題に関する速やかな対応が  

必要であるとの認識から、研究に関わる者の自律を基本としつつ、日本学術  

会議をはじめとする研究者コミュニティ、関係府省、大学及び研究機関等が、  

それぞれの立場において、倫理指針や研究上の不正に関する規定を策定する  

などの対応を行うよう求めるものである。（別紙1．及び2．参照）  

2．日本学術会議等における対応   

日本学術会議において、すでに「科学者の行動規範に関する検討委員会」  

を設置して検討が行われているところであるが、研究者コミュニティ全体と  

して、研究に関わる者の自律性を高めるべく対応することが重要である。  

3．各研究機関における対応   

研究活動の場となる大学及び研究機関においては、不正に関する調査及び  

処分の手続き、研究費の取り扱い等に閲し、あらかじめ規定を定め、関係者  
1  
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に周知を図る必要がある。   

調査に当たっては、調査の中立性、公平性、専門性の確保、告発者及び被  

告発者等の適切な保護などに留意する必要がある。   

不正の判断及び処分については、科学的証拠に基づきつつ、意図的である  

か等の悪質性の観点も考慮し、いたずらに研究活動の萎縮を招かないよう留  

意して、慎重かつ厳正に行うことが重要である。   

また、日頃から、適切な研究活動の在り方について指導及び徹底を図るこ  

とが重要である。（別紙3．参照）  

4．関係府省等における対応   

国による研究費の提供を行う府省及び機関は、不正が明らかになった場合  

の研究費の取り扱いについて、あらかじめ明確にする。また、研究費の配分  

先となる組織に対して、研究上の不正に関する規定の策定及び不正の防止に   

向けた対応を求める。  

5．フォローアップ   

関係府省等においては、上記4．の対応について、本年夏までに結論を得   

るべく速やかに検討を開始する。   

総合科学技術会議は、本年夏の平成19年度概算要求にかかるヒアリング   

時等においてフォローアップを行う。  
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（別紙）  

1．「科学技術に関する基本政策について」に対する答申（平成17年12月27日）  

（関連部分の抜粋）   

第4章 社会・国民に支持される科学技術  

1．科学技術が及ぼす倫理的・法的・社会的課題への責任ある取組  

科学技術の急速な発展により、ヒトに関するクローン技術等の生命倫理問題、遺   

伝子組換え食品に対する不安、個人情報の悪用に対する懸念、実験データの捏造等   

旦研究者の倫理問題など、科学技術は法や倫理を含む社会的な側面に大きな影響を   

与ぇ碑こ、国及び研   

霊草コミュニティ等は、社会に開かれたプロセスにより国際的な動向も踏まえた上   

空ルールを佳成し、科学複術を担う者がこうしたノレールにのつとって活動すをよう   

塵 ＿ 

土連携をとりつつ、先見性を持って基本ルール作りに関与していく。さらに、日本   

掌術会議も研究者コミュニティを代表する立場から、これに貢献していく。また、   

堕罪者・技術者の倫理観を確立するため、J開こおける教育体制の構築、掌協会   

等における研修体制の構築・倫理指針の策定等を促す。（略）  

2．研究上の不正について  

研究上の不正とは、主として、研究の提案、実行、研究成果の発表等における、ねつ  

造、改ざん、盗用を指すものであり、悪意のない間違い及び意見の相違はこれには含ま  

れない‘，なお、研究資金の不正経理及び不正受給については、既に別途対応がなされて   

おり、本意見では対象としていない。  

3．各研究機関における規定策定に当たっての留意事項  

各研究機関における規定の策定に当たって留意すべき主な事項の例を、以下のとおり   

参考として示す。   

○ 不正l辛かかる告発の受付、本調査の要否にかかる予備調査、本調査、裁定といっ  

た、段階を経た手続き。   

○ 公平性、中立性、専門性を確保するための外部者を含む調査組織の構成。   

○ 不正を告発した者の秘密の保持をはじめとする関係者の保護。   

○ 不正の調査に関する情報の管理、調査に関わった者による情報の秘密保持。   

○ 研究上の不正が生じないための研究環境の在り方（研究データ、研究ノート等の  

管理・保管方法など）。   




